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新旧対照表 

 

現行 変更案 

第 1（省略） 

 

第２ 計画の趣旨及び期間 

１．（省略） 

２．計画の期間 

「まちづくりの基本方針」は、長期的な視野に

立ったものとし、「まちづくり計画」及び「財政

計画」は、合併特例法等に基づく様々な財政支援

措置を考慮し、各計画の実施期間は平成 17年度

から平成 26年度までの 10ヵ年とする。 

なお、計画期間終了後における美原町域の発展

と振興については、「まちづくりの基本方針」を

踏まえ十分に配慮していく。 

 

第３（省略） 

第４（省略） 

 

第５ 概算事業費 

まちづくり計画の「主な事業計画」に記載して

いる事業（大阪府事業を除く。）の概算事業費は、

次の表のとおりである。 

（単位：億円） 

施 策 分 野 
10 ヵ年 

事業費 ※ 

○くらし・生活基盤 

＜福祉、子育て支援、安全・安心、居住環境

整備＞ 

２９０ 

○教育・文化 

＜学校教育環境整備・生涯学習推進など＞ 
２４４ 

○都市・産業基盤 

＜水・緑の空間創出、美原新拠点整備、幹線

道路・生活道路、公共交通網、産業振興な

ど＞ 

２７５ 

○行政体制 

＜支所を拠点とした行政の推進＞ 
６３ 

合  計 ８７２ 

※ 事業費は概算であり、将来の社会経済状況の変

化等に伴い変動する場合がある。 

第 1（省略） 

 

第２ 計画の趣旨及び期間 

１．（省略） 

２．計画の期間 

「まちづくりの基本方針」は、長期的な視野に

立ったものとし、「まちづくり計画」及び「財政

計画」は、合併特例法等に基づく様々な財政支援

措置を考慮し、各計画の実施期間は平成 17年度

から平成 31年度までの 15ヵ年とする。 

なお、計画期間終了後における美原町域の発展

と振興については、「まちづくりの基本方針」を

踏まえ十分に配慮していく。 

 

第３（省略） 

第４（省略） 

 

第５ 概算事業費 

まちづくり計画の「主な事業計画」に記載して

いる事業（大阪府事業を除く。）の概算事業費は、

次の表のとおりである。 

（単位：億円） 

施 策 分 野 事業費 ※ 

○くらし・生活基盤 

＜福祉、子育て支援、安全・安心、居住環境

整備＞ 

２９０ 

○教育・文化 

＜学校教育環境整備・生涯学習推進など＞ 
２４４ 

○都市・産業基盤 

＜水・緑の空間創出、美原新拠点整備、幹線

道路・生活道路、公共交通網、産業振興な

ど＞ 

２７５ 

○行政体制 

＜支所を拠点とした行政の推進＞ 
６３ 

合  計 ８７２ 

※ 事業費は概算であり、将来の社会経済状況の変

化等に伴い変動する場合がある。 

別紙２ 
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現行 変更案 

第６ 財政計画 

（単位：億円） 

歳       入 

市 税 １０，７３８ 

地 方 交 付 税 ３，９１４ 

国 ・ 府 支 出 金 ５，５９２ 

地 方 債 ３，１１１ 

そ の 他 ５，３６６ 

合    計 ２８，７２１ 

 

歳       出 

人 件 費 ４，６８２ 

物 件 費 ２，９９１ 

扶 助 費 ６，９８８ 

公 債 費 ３，３８４ 

普 通 建 設 事 業 費 ３，３９０ 

そ の 他 ７，２４１ 

合    計 ２８，６７６ 

 

差    引 ４５ 

 

○ この財政計画は、合併後１０年間（平成１７年

度～平成２６年度）の新市の財政状況を現行制度

に基づき、過去の実績や最近の傾向などから普通

会計ベースで推計したものである。 

○ 具体的には、堺市と美原町がそれぞれ合併しな

い単独の場合の将来推計を各市町がそれぞれ行

い、これを合算したうえで、合併による歳入・歳

出の影響額の見込みと「第４ まちづくり計画」

に盛り込む事業費の見込みなどを考慮して策定

したものである。 

○ ただし、「第４ まちづくり計画」に盛り込む事

業費（つまり、「第５ 概算事業費」）については、

堺市と美原町がそれぞれ合併しない単独の場合

の将来推計との重複も考えられるため、普通建設

事業費」に合併特例債（充当率９５％）の対象と

なる事業費２６３億円分を上乗せして推計する

こととした。 

○ 合併特例債に係る元利償還金やそれに係る普通

交付税に算入される額（算入率７０％）を、「公

債費」、「地方交付税」にそれぞれ加算した。 

○ 収支差引額については、今後、その一部を市民

サービス充実の財源として活用を図ることとす

る。 

第６ 財政計画 

（単位：億円） 

歳       入 
平成 17 年度～

平成 24 年度 

平成 25 年度～

平成 31 年度 

市 税 １０，１４８ ９，０１４ 

地 方 交 付 税 ２，０００ １，５７０ 

国 ・ 府 支 出 金 ５，９４６ ６，２１８ 

地 方 債 ２，８０１ ２，５６２ 

そ の 他 ４，２５４ ４，６５４ 

合    計 ２５，１５０ ２４，０１８ 

 

歳       出 
平成 17 年度～

平成 24 年度 

平成 25 年度～

平成 31 年度 

人 件 費 ４，３１２ ３，４３０ 

物 件 費 ２，９９１ ２，９７０ 

扶 助 費 ６，７９１ ７，９４６ 

公 債 費 ２，５５１ １，９１５ 

普通建設事業費 ２，９６７ ２，５４８ 

そ の 他 ５，５３０ ５，２１０ 

合    計 ２５，１４４ ２４，０１８ 

 

差    引 ６ ０ 

 

○ 当初計画では、堺市と美原町がそれぞれ合併し

ない単独の場合の将来推計を各市町がそれぞれ行

い、これを合算したうえで、合併による歳入・歳

出の影響額の見込みと「第４ まちづくり計画」

に盛り込む事業費の見込みなどを考慮して策定し

た。 

○ 変更にあたって、この財政計画は、合併後１５

年間（平成１７年度～平成３１年度）の新市の財

政状況を現行制度に基づき、過去の実績や今後の

推計などから一般会計ベースで作成した。 

○ 具体的には、「平成１７年度～平成２４年度」の

金額は、平成１７年度から平成２３年度までの決

算額と平成２４年度の予算額を合算したものであ

り、「平成２５年度～平成３１年度」の金額は、同

期間の中長期財政収支見込額を合算したものであ

る。 

 

※億円単位の端数処理により、各項目の合計は一致

しないことがある。 

 


